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（注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示していますので、合計が一致しない場合があります。

経営情報（半期情報の開示について）  
　平成27年度上半期（平成27年４月１日～平成27年9月30日まで）における経営情報をお知らせいたします。

金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額 （単位：百万円、％）

区 分
債権額
（A）

担保・保証等
（B）

貸倒引当金
（C）

保全額
（D）=（B）+（C）

保全率
（D）/（A）

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

平成27年3月末 1,286 525 761 1,286 100.00

平成27年9月末 1,304 559 744 1,304 100.00

危 険 債 権
平成27年3月末 1,137 731 331 1,062 93.40

平成27年9月末 1,038 651 237 889 85.64

要 管 理 債 権
平成27年3月末 117 29 31 61 52.13

平成27年9月末 114 27 8 36 31.57

不 良 債 権 計
平成27年3月末 2,541 1,287 1,123 2,410 94.84

平成27年9月末 2,457 1,238 991 2,229 90.72

正 常 債 権
平成27年3月末 35,193

平成27年9月末 35,818

合 計
平成27年3月末 37,734

平成27年9月末 38,276

（注）	 平成27年9月末の計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第4条に規定する各債権のカテゴリーにより分類し、以下の簡
便な方法により算出しております。従って、平成27年3月末の計数とは算出方法が異なるため、計数は連続しておりません。
〈平成27年9月末の算出方法〉
1.	 債務者区分については原則として平成27年3月末時点における自己査定による債務者区分を基準としております。ただし、4月1日から9月末まで
に倒産、不渡り等の客観的な事実ならびに内部格付による債務者区分の変更等のあった債務者については、当組合の定める基準に基づく債務者
区分見直し後の債務者区分によっております。

2.	「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」の金額は、債務者区分でいう破綻先及び実質破綻先に該当する債務者に対する債権の合計です。
3.	「危険債権」の金額は、債務者区分でいう破綻懸念先に該当する債務者に対する債権の合計です。
4.	「要管理債権」の金額は、債務者区分でいう要注意先に該当する債務者に対する債権のうち、貸出条件を緩和している債権及び3か月以上延滞し
ている貸出債権の合計です。

5.	「正常債権」の金額は、債務者の財務状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要
管理債権」以外の債権の合計です。

損益の状況 （単位：百万円）

区 分 平成27年9月末

業 務 純 益 95 

経 常 利 益 276 

当 期 純 利 益 273 

自己資本比率（国内基準） （単位：％）

平成27年9月末 〈参考〉平成27年3月末

自 己 資 本 比 率 17.56 17.64 

預金・貸出金の状況 （単位：百万円）

区 分 平成27年9月末 〈参考〉平成27年3月末

預 金 残 高 85,613 83,868

貸 出 金 残 高 38,140 37,590
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（注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示していますので、合計が一致しない場合があります。

貸出金業種別残高・構成比 （単位：百万円、％）

業　　　　種　　　　別 平成27年9月末 〈参考〉平成27年3月末
金 　 　 　 額 構成比 金 　 　 　 額 構成比

製 造 業 4,156 10.9 3,557 9.4 
農 業 、 林 業 806 2.1 479 1.2 
漁 業 40 0.1 40 0.1 
鉱 業 、採 石 業 、砂 利 採 取 業 ─ ─ ─ ─
建 設 業 3,611 9.5 3,667 9.7 
電 気 、ガス、熱 供 給 、水 道 業 133 0.3 124 0.3 
情 報 通 信 業 1 0.0 11 0.0 
運 輸 業 、 郵 便 業 912 2.4 872 2.3 
卸 売 業 、 小 売 業 3,744 9.8 3,825 10.1 
金 融 業 、 保 険 業 402 1.1 403 1.0 
不 動 産 業 1,589 4.2 1,436 3.8 
物 品 賃 貸 業 ─ ─ ─ ─
学術研究、専門・技術サービス業 662 1.7 655 1.7 
宿 泊 業 351 0.9 296 0.7 
飲 食 業 766 2.0 770 2.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1,543 4.0 1,462 3.8 
教 育 、 学 習 支 援 業 25 0.1 25 0.0 
医 療 、 福 祉 327 0.9 314 0.8 
そ の 他 の サ ー ビ ス 1,846 4.8 1,960 5.2 
そ の 他 の 産 業 889 2.3 858 2.2 
小 計 21,810 57.2 20,764 55.2 
地 方 公 共 団 体 2,445 6.4 2,576 6.8 
雇 用・能 力 開 発 機 構 等 ─ ─ ─ ─
個人（住宅・消費・納税資金等） 13,884 36.4 14,249 37.9 
合 計 38,140 100.0 37,590 100.0 

その他有価証券 （単位：百万円）

種　　類
平成27年9月末 〈参考〉平成27年3月末

貸借対照表
計　上　額 取得原価 差　　額 貸借対照表

計　上　額 取得原価 差　　額

貸 借 対 照 表 計 上
額 が 取 得 原 価 を
超 え る も の

株 式 ─ ─ ─ ─ ─ ─
債 券 11,443 11,264 179 9,634 9,443 191
国 債 3,219 3,152 66 1,970 1,921 49
地 方 債 2,074 2,031 43 2,015 1,938 77
短 期 社 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
社 債 6,149 6,080 69 5,647 5,583 64

そ の 他 ─ ─ ─ ─ ─ ─
小 計 11,443 11,264 179 9,634 9,443 191

貸 借 対 照 表 計 上
額 が 取 得 原 価 を
超 え な い も の

株 式 ─ ─ ─ ─ ─ ─
債 券 800 804 △ 4 896 900 △ 3
国 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
地 方 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
短 期 社 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
社 債 800 804 △ 4 896 900 △ 3

そ の 他 ─ ─ ─ ─ ─ ─
小 計 800 804 △ 4 896 900 △ 3

合 計 12,244 12,068 175 10,530 10,343 187
（注）1.	貸借対照表計上額は、当期末における市場価格等に基づいております。

2.	上記の「その他」は、外国証券です。
3.	時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

満期保有目的の債券 （単位：百万円）

種　　類
平成27年9月末 〈参考〉平成27年3月末

貸借対照表
計　上　額 時　　価 差　　額 貸借対照表

計　上　額 時　　価 差　　額

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

国 債 866 918 51 869 915 46
地 方 債 201 209 7 201 209 7
短 期 社 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
社 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
そ の 他 463 518 55 1,163 1,237 73
小 計 1,531 1,646 115 2,234 2,361 127

時価が貸借対照表計
上額を超えないもの

国 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
地 方 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
短 期 社 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
社 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
そ の 他 ─ ─ ─ 200 192 △ 7
小 計 ─ ─ ─ 200 192 △ 7

合 計 1,531 1,646 115 2,434 2,554 120
（注）1.	時価は、当期末における市場価格等に基づいております。

2.	上記の「その他」は、外国証券です。
3.	時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

有価証券の時価等情報  

  



3
（注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示していますので、合計が一致しない場合があります。

貸借対照表 （単位：千円）

科 目 金　　　　額
（ 資 産 の 部 ） 平成27年9月末 〈参考〉平成27年3月末
現 金 1,358,326 1,367,573
預 け 金 40,630,583 40,193,544
買 入 手 形 ─ ─
コ ー ル ロ ー ン ─ ─
買 現 先 勘 定 ─ ─
債券貸借取引支払保証金 ─ ─
買 入 金 銭 債 権 ─ ─
金 銭 の 信 託 ─ ─
商 品 有 価 証 券 ─ ─
商 品 国 債 ─ ─
商 品 地 方 債 ─ ─
商品政府保証債 ─ ─
その他の商品有価証券 ─ ─

有 価 証 券 13,813,389 12,999,938
国 債 4,085,861 2,840,033
地 方 債 2,276,348 2,217,401
短 期 社 債 ─ ─
社 債 6,950,299 6,544,095
株 式 33,474 33,474
そ の 他 の 証 券 467,405 1,364,933

貸 出 金 38,140,875 37,590,199
割 引 手 形 249,249 244,602
手 形 貸 付 2,609,491 2,943,536
証 書 貸 付 32,645,425 32,361,541
当 座 貸 越 2,636,709 2,040,519

外 国 為 替 ─ ─
外 国 他 店 預 け ─ ─
外 国 他 店 貸 ─ ─
買 入 外 国 為 替 ─ ─
取 立 外 国 為 替 ─ ─

そ の 他 資 産 621,433 507,215
未 決 済 為 替 貸 8,451 7,412
全信組連出資金 264,600 264,600
前 払 費 用 ─ ─
未 収 収 益 169,160 194,436
先物取引差入証拠金 ─ ─
先物取引差金勘定 ─ ─
保管有価証券等 ─ ─
金 融 派 生 商 品 ─ ─
金融商品等差入担保金 ─ ─
リース投資資産 ─ ─
そ の 他 の 資 産 179,221 40,766

有 形 固 定 資 産 1,195,057 1,206,847
建 物 385,539 396,882
土 地 732,080 732,080
リ ー ス 資 産 ─ 926
建 設 仮 勘 定 ─ ─
その他の有形固定資産 77,437 76,958

無 形 固 定 資 産 7,515 8,177
ソ フ ト ウ ェ ア 4,358 5,013
の れ ん ─ ─
リ ー ス 資 産 ─ ─
その他の無形固定資産 3,156 3,164

前 払 年 金 費 用 ─ ─
繰 延 税 金 資 産 ─ ─
再評価に係る繰延税金資産 ─ ─
債 務 保 証 見 返 94,833 103,260
貸 倒 引 当 金 △ 1,032,813 △ 1,195,462
（うち個別貸倒引当金） （△ 982,208） （△ 1,092,406）

資 産 の 部 合 計 94,829,201 92,781,293

科 目 金　　　　額
（ 負 債 の 部 ） 平成27年9月末 〈参考〉平成27年3月末
預 金 積 金 85,613,391 83,868,144
当 座 預 金 416,423 427,621
普 通 預 金 25,315,763 23,971,419
貯 蓄 預 金 11,797 10,748
通 知 預 金 179,135 255,215
定 期 預 金 56,964,050 56,469,513
定 期 積 金 2,467,446 2,503,048
そ の 他 の 預 金 258,774 230,577

譲 渡 性 預 金 ─ ─
借 用 金 2,322,150 2,266,600
借 入 金 2,322,150 2,266,600
当 座 借 越 ─ ─
再 割 引 手 形 ─ ─

売 渡 手 形 ─ ─
コ ー ル マ ネ ー ─ ─
売 現 先 勘 定 ─ ─
債券貸借取引受入担保金 ─ ─
コマ ーシャル・ペ ー パ ー ─ ─
外 国 為 替 ─ ─
外 国 他 店 預 り ─ ─
外 国 他 店 借 ─ ─
売 渡 外 国 為 替 ─ ─
未 払 外 国 為 替 ─ ─

そ の 他 負 債 202,859 177,250
未 決 済 為 替 借 18,499 17,489
未 払 費 用 49,769 58,315
給 付 補 塡 備 金 1,601 1,625
未 払 法 人 税 等 3,130 6,260
前 受 収 益 30,764 36,065
払 戻 未 済 金 ─ 20,494
職 員 預 り 金 27,047 25,372
先物取引受入証拠金 ─ ─
先物取引差金勘定 ─ ─
借 入 商 品 債 券 ─ ─
借 入 有 価 証 券 ─ ─
売 付 商 品 債 券 ─ ─
売 付 債 券 ─ ─
金 融 派 生 商 品 ─ ─
金融商品等受入担保金 ─ ─
リ ー ス 債 務 ─ 926
資 産 除 去 債 務 2,685 2,660
そ の 他 の 負 債 69,361 8,042

賞 与 引 当 金 ─ ─
役 員 賞 与 引 当 金 ─ ─
退 職 給 付 引 当 金 67,407 70,691
役員退職慰労引当金 ─ ─
睡眠預金払戻損失引当金 14,139 14,139
偶 発 損 失 引 当 金 29,493 44,224
特 別 法 上 の 引 当 金 ─ ─
金融商品取引責任準備金 ─ ─

繰 延 税 金 負 債 48,533 51,819
再評価に係る繰延税金負債 54,138 54,138
債 務 保 証 94,833 103,260
負 債 の 部 合 計 88,446,948 86,650,270

（ 純 資 産 の 部 ）
出 資 金 5,132,685 5,131,077
普 通 出 資 金 632,685 631,077
優 先 出 資 金 4,500,000 4,500,000

優先出資申込証拠金 ─ ─
資 本 剰 余 金 323,709 323,709
資 本 準 備 金 323,709 323,709
その他資本剰余金 ─ ─

利 益 剰 余 金 686,144 427,929
利 益 準 備 金 46,694 24,815
その他利益剰余金 639,449 403,113
特 別 積 立 金 100,000 ─
（優先出資消却積立金） （100,000） （　　  ─）
当期未処分剰余金 539,449 403,113

自 己 優 先 出 資 ─ ─
自己優先出資申込証拠金 ─ ─
組 合 員 勘 定 合 計 6,142,539 5,882,716
その他有価証券評価差額金 126,931 135,525
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ─ ─
土 地 再 評 価 差 額 金 112,781 112,781
評価・換算差額等合計 239,713 248,307
純 資 産 の 部 合 計 6,382,252 6,131,023
負債及び純資産の部合計 94,829,201 92,781,293
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（注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示していますので、合計が一致しない場合があります。

損益計算書 （単位：千円）

科 目 平成27年9月末 〈参考〉平成27年3月末
経 常 収 益 812,690 1,430,357
資 金 運 用 収 益 535,100 1,115,082
貸 出 金 利 息 410,699 865,991
預 け 金 利 息 56,460 124,603
買入手形利息 ─ ─
コールローン利息 ─ ─
買 現 先 利 息 ─ ─
債券貸借取引受入利息 ─ ─
有価証券利息配当金 57,355 113,903
金利スワップ受入利息 ─ ─
その他の受入利息 10,584 10,584

役務取引等収益 35,811 75,683
受入為替手数料 17,475 36,117
その他の役務収益 18,336 39,566

その他業務収益 48,228 1,817
外国為替売買益 ─ ─
商品有価証券売買益 ─ ─
国債等債券売却益 48,174 ─
国債等債券償還益 ─ ─
金融派生商品収益 ─ ─
その他の業務収益 54 1,817

その他経常収益 193,550 237,774
貸倒引当金戻入益 162,648 104,747
償却債権取立益 16,092 90,049
株式等売却益 ─ ─
金銭の信託運用益 ─ ─
その他の経常収益 14,808 42,977

経 常 費 用 536,248 1,193,870
資 金 調 達 費 用 26,473 48,670
預 金 利 息 23,531 42,075
給付補塡備金繰入額 390 850
譲渡性預金利息 ─ ─
借 用 金 利 息 2,467 5,575
売渡手形利息 ─ ─
コールマネー利息 ─ ─
売 現 先 利 息 ─ ─
債券貸借取引支払利息 ─ ─
コマーシャル・ペーパー利息 ─ ─
金利スワップ支払利息 ─ ─
その他の支払利息 83 168

役務取引等費用 49,667 104,650
支払為替手数料 8,990 18,270
その他の役務費用 40,676 86,380

その他業務費用 52 87
外国為替売買損 ─ ─
商品有価証券売買損 ─ ─
国債等債券売却損 ─ ─
国債等債券償還損 ─ ─
国債等債券償却 ─ ─
金融派生商品費用 ─ ─
その他の業務費用 52 87

経 費 447,852 929,807
人 件 費 280,598 568,106
物 件 費 154,787 348,803
税 金 12,465 12,898

その他経常費用 12,202 110,655
貸倒引当金繰入額 ─ ─
貸 出 金 償 却 ─ 51,759
株式等売却損 ─ ─
株 式 等 償 却 ─ ─
金銭の信託運用損 ─ ─
その他資産償却 ─ ─
その他の経常費用 12,202 58,895

経 常 利 益 276,442 236,486

科 目 平成27年9月末 〈参考〉平成27年3月末
特 別 利 益 ─ ─
固定資産処分益 ─ ─
負ののれん発生益 ─ ─
金融商品取引責任準備金取崩額 ─ ─
その他の特別利益 ─ ─

特 別 損 失 ─ 11,435
固定資産処分損 ─ 512
減 損 損 失 ─ 10,923
金融商品取引責任準備金繰入額 ─ ─
その他の特別損失 ─ ─

税 引 前 当 期 純 利 益 276,442 225,051
法人税、住民税及び事業税 3,130 6,260
法 人 税 等 調 整 額 ─ ─
法 人 税 等 合 計 3,130 6,260
当 期 純 利 益 273,312 218,791
繰越金（当期首残高） 266,136 184,321
土地再評価差額金取崩額 ─ ─
当 期 未 処 分 剰 余 金 539,449 403,113
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地域貢献活動（平成27年4月～ 9月まで）

地域に貢献する信用組合の経営姿勢

　当組合は、栃木県のうち、矢板市・大田原市・那須塩原市・宇
都宮市・さくら市・那須烏山市・下野市（旧下都賀郡石橋町およ
び旧下都賀郡国分寺町の地区を除く）・日光市（旧日光市および
旧上都賀郡足尾町を除く）・河内郡・塩谷郡・那須郡を営業地区
とし、地域の中小零細事業者および住民の皆さまが組合員となり、
お互い助け合い、発展していくという相互扶助の理念に基づき運
営されている協同組合組織金融機関です。

　企業理念にも掲げておりますが、組合員の経済的地位の向上を
めざし、地域の繁栄と共に生き、地域から愛される信用組合をめ
ざしております。
　こうした経営姿勢のもと、平成27年度は、地域社会の一員と
して、地方創生や地域経済の好循環に向けた新たな取り組みによ
り、地域貢献に取り組んでおります。

○地域を応援する融資商品・預金商品の提供

◦企業・事業所等にお勤めの皆さまへ金融面からサポートすることで、企業・事業
所等の福利厚生施策の一端を担い、事業の安定・発展に寄与することを目的とし
た「なすしんハッスルバリュー制度」を創設し、「職域住宅ローン」・「職域フリー
ローン」・「職域目的ローン」の取り扱いを始めました。

◦子育てをあたたかくサポートするため
の「なすしん子育て支援制度」を創設
し、「ハッスル子育て応援積金」・「ハッ
スル子育て応援消費者ローン」の取り
扱いを始めました。

当組合と「職域提携」している事業所にお勤めの
皆様に対し、当組合通常ローン商品の基準金利より

当組合と職域提携をしていただいた企業・事業所等へお勤めの皆様へ優遇サービスを提供する制度です。
職域提携制度とは

当組合と「職域提携制度」を締結されている事業所等に勤務する従業員等（代表者・役員の方も含みます）
お申込時の年齢が満20歳以上、かつ勤続1年以上の方、保証会社の保証が得られる方
※保証会社がお客様の信用力に応じて低い金利から適用して審査し、融資利率と融資金額を決定します。
※審査結果によってはご希望に添えない場合がございます。あらかじめご了承ください。

ご利用いただける方

那須信用組合
http://www.nasushin.co.jp

お気軽にご相談ください。

職域提携企業向けフリーローン
従業員様
限定
特別金利 3.0%から12.0%3.0%から1ら1ら 2.0%3.0%から12.0%

10万円以上～500万円以下

職域提携企業向け目的ローン
従業員様
限定
特別金利 2.0%から3.0%2.0%から3.0%2.0%から3.0%

10万円以上～500万円以下

1.5%1.5%1.5%年
お気軽にご相談ください。

優遇
いたします。

最
大

日頃お仕事でお忙しい皆さま 当組合がしっかりサポートします！

フリーローン

なすしんハッスルバリュー制度

目的ローン

■ 商品詳細
職域提携企業向け
フリーローン

ご利用
いただける方

お使いみち

ご融資金額

職域提携企業向け
目的ローン

以下の条件すべてを満たされる方
●申込時の年齢が満20才以上で、完済時76才未満の方
●当組合と職域優遇等に関する協定を締結した職域提携企業の常勤役職員　　　　　
（除く嘱託ならびに臨時職員）で勤続1年以上の方
●住所または勤務先が当組合の営業区域内の方　●保証会社の保証が受けられる方

●本ローン申込金額と当組合でのフリー系
無担保ローン（カードローンを除く）
残高の借入合計額が500万円以下の方

●資金使途が借換の場合は、直近6カ月間
延滞がない方

●フリー（ただし、事業性資金は除きます。）

10万円以上～500万円以下

貸付形態 証書貸付

ご返済方法 ●元利均等返済または元利均等ボーナス併用返済　●ご返済日  毎月7日または17日

連帯保証人 原則不要です。（ただし、保証会社から必要とされる場合があります。）

本人確認資料 運転免許証(写し)・写真付住民基本台帳カード(写し)・健康保険証(写し)・パスポート(写し)
のうち1点

●資金使途が明確なもの及び他金融機関
の目的系ローンの借換資金
●一部自由資金（ただし、事業性資金は
除きます。）

※目的系ローンとは自動車・教育・リフォーム関連の
融資です。

ご融資期間 7年以内
ただし、融資金額 301万円以上は10年以内

10年以内

ご融資利率
（保証料を含みます）

年　利  3.0%・5.0%・8.0%・12.0%
　　　  (固定金利 )
（職域提携制度による割引後）
（ただし、金利情勢等に変更する場合があります。）

年　利  2.0%・3.0%(変動金利 )
（職域提携制度による割引後）
（ただし、金利情勢等に変更する場合があります。）

所得証明書 ご融資金額 301 万円以上の場合必要と
なります。

ご融資金額 101 万円以上の場合必要と
なります。

保証会社 保証  全国しんくみ保証株式会社・再保証  株式会社オリエントコーポレーション

資金使途
確認資料 不要 見積書・売買契約書・入学金納付書等の

写しが必要です。

※商品内容の詳細につきましては当組合窓口までお気軽にお問合わせください。

地域密着金融の取り組み

○「なすしん経営塾」の開催
　経営のプロフェッショナルスキルを磨くお手伝いをすること
により、地域経済の将来的な安定的継続・発展に寄与すること
を目的として、「なすしん経営塾」を創設しました。
　「なすしん経営塾」には、地元企業の経営者・後継者・経営

幹部の方々が総勢86名集まり、平成27年5月に第1回、7月に
第2回の研修会を開催しました。
また、研修会後は、異業種交流会を兼ねた懇親会も開催しました。

平成27年7月に開催した第2回経営塾
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文化的・社会的貢献活動

○「那須野ヶ原うんまいもんフェスティバル」への参加
　平成27年5月に開催された、西那須野商工会主催の
「第4回那須野ヶ原うんまいもんフェスティバル」に参
加しました。
　うんまいもんフェスティバルは、栃木県のご当地グ
ルメや郷土料理を活用し、原発事故による風評被害を
払拭して、観光客を呼び込もうとするイベントです。
　当日は、当組合のマスコットキャラクター「茶那丸」
も参加し、商工会の皆さまとともに地域の活性化に貢
献しました。

那須野ヶ原うんまいもんフェスティバル

○「しんくみの日週間」による活動
　9月3日の「しんくみの日」に合わせた社会貢献活動として、お客様に「花のたね」のプレゼントや献血活動を行いました。

○地域のお祭りへの参加
　平成27年7月25日に開催された「西那須野ふれあい祭り」、
8月15日に開催された「黒田原なすっこ祭り」に参加しました。
「西那須野ふれあい祭り」には役職員96名、「黒田原なすっこ

祭り」には役職員78名が参加し、地域の皆さまとの交流を深
めるとともにお祭りを盛り上げました。

黒田原なすっこ祭り西那須野ふれあい祭り



〒329-2727　栃木県那須塩原市永田町6番9号
TEL.0287-36-1230　FAX.0287-36-5658

店  舗  名

■ 本店
　〒 329-2727　那須塩原市永田町 6-9� TEL.�0287-36-1215
■ 黒田原支店
　〒 329-3222　那須郡那須町大字寺子丙3-98� TEL.�0287-72-1331
■ 大田原支店
　〒 324-0041　大田原市本町 1-2703-22� TEL.�0287-22-3190
■ 矢板支店
　〒 329-2164　矢板市本町 9-1� TEL.�0287-43-1213
■ 黒羽支店
　〒 324-0233　大田原市黒羽田町 625-2� TEL.�0287-54-1155

■ 馬頭支店
　〒 324-0613　那須郡那珂川町馬頭 397� TEL.�0287-92-2721
■ 黒磯支店
　〒 325-0023　那須塩原市豊浦 17-97� TEL.�0287-62-0247
■ 那須塩原支店
　〒 329-3153　那須塩原市大原間 398-16� TEL.�0287-65-2211
■ 黒磯西支店
　〒 325-0023　那須塩原市豊浦 93-20� TEL.�0287-63-0866

店外ATM店  
■ 三島 ATM 店
　〒 329-2752　那須塩原市三島 4-25-6
■ 片岡 ATM 店
　〒 329-1571　矢板市片岡 2099-112
■ 小川 ATM 店
　〒 324-0501　那須郡那珂川町小川 692-2

■ 幸町 ATM 店
　〒 325-0057　那須塩原市黒磯幸町 9-18
■ 高久 ATM 店
　〒 325-0001　那須郡那須町大字高久甲 469　　�


